
使用前検査申請内容の変更について 

 

 

発 室 発 第 １ ６ ８ 号 

令 和 ５ 年 ３ 月 ６ 日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

 

住所 東京都台東区上野五丁目２番１号 

氏名 日本原子力発電株式会社 

取締役社長 村 松  衛 

 

 

 

 平成２１年４月２８日付け発室発第８２号をもって申請した東海第二発電所使用

前検査申請書についての記載事項を変更しましたので，実用発電用原子炉の設置，

運転等に関する規則第１５条第３項の規定により別紙のとおり変更の内容を説明す

る書類を提出します。 



別 紙 

 

１．変更内容 

１．１使用前検査申請書 

  東海第二発電所 

   使用前検査申請書番号 

発室発第 ８２号（平成２１年 ４月２８日）※１ 

   以下，使用前検査申請書の変更の内容を説明する書類番号 

発室発第１７２号（平成２１年 ７月 ６日）※２ 

発室発第２４２号（平成２２年 ９月１４日）※２ 

発室発第４９５号（平成２３年 ３月１７日）※２ 

発室発第１５３号（平成２３年 ７月 ７日）※２ 

発室発第 ５３号（平成２４年 ５月２５日）※２ 

発室発第１９４号（平成２４年１２月１３日）※３ 

発室発第２４１号（平成２５年 １月３０日）※３ 

発室発第 ５１号（平成２５年 ７月 ２日）※３ 

発室発第  ５号（平成２６年 ４月１４日） 

発室発第 ８４号（平成２７年 ７月 ９日） 

発室発第２１８号（平成３１年 ２月２７日） 

 

※１ 原子力規制委員会設置法の附則第 3 条第 2 項の規定に基づき，核原料物質，核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律第 43条の 3の 11第 1項の規定によって行ったものとみ

なされている。 

 

※２ 原子力規制委員会設置法の附則第 3 条第 2 項の規定に基づき，実用発電用原子炉の設

置，運転等に関する規則第 15 条第 3 項の規定によって行ったものとみなされている。 

 

※３ 原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整備に関する規則の附則第 15

条の規定に基づき，実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第 15 条第 3 項の規

定によって行ったものとみなされている。 

 

  



（変更前） 

検査を受けようとする工事の工

程，期日及び場所 

構造，強度又は漏えいに係る試験をすることが

できる状態になった時（第一号） 

自 平成２１年７月２１日 

至 未定 

場所 株式会社 東芝 京浜事業所 

   東海第二発電所 

工事の計画に係る全ての工事が完了した時 

（第五号） 

自 平成２１年７月２１日 

至 未定 

場所 株式会社 東芝 京浜事業所 

   東海第二発電所 

申請に係る発電用原子炉施設の使

用の開始の予定時期 
未定 

 

（変更後） 

検査を受けようとする工事の工

程，期日及び場所 

構造，強度又は漏えいに係る試験をすることが

できる状態になった時（第一号） 

自 平成２１年７月２１日 

至 令和 ６年９月※ 

場所 ・東芝エネルギーシステムズ株式会社 

京浜事業所 

   ・東海第二発電所 

工事の計画に係る全ての工事が完了した時 

（第五号） 

自 平成２１年７月２１日 

至 令和 ６年９月※ 

場所 ・東芝エネルギーシステムズ株式会社 

京浜事業所 

   ・東海第二発電所 

申請に係る発電用原子炉施設の使

用の開始の予定時期 
令和 ６年９月※ 

※：実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則第１５条第３項の規定により提出

した使用前検査申請内容の変更について（令和４年３月２４日付け発室発第１７

５号）に記載の「検査を受けようとする工事の工程、期日及び場所」及び「申請

に係る発電用原子炉施設の使用の開始の予定時期」と同日としている。 

  



２．変更理由 

平成25年6月19日原子力規制委員会において，「新規制基準施行時点で使用前検査を実施中 

の設備等については，工事計画の変更認可手続等により，新規制基準への適合性を確認の後，

改めて検査等を実施する」ことが示されたことから，工事工程を見直したものの，工程が確定

せずに未定としていた。今般，工程が確定したため，「検査を受けようとする工事の工程，期日

及び場所」及び「申請に係る発電用原子炉施設の使用の開始の予定時期」の記載を変更する。 

また，グループ会社再編による名称変更のため「検査を受けようとする工事の工程，期日及

び場所」の記載を変更する。 

 

３．その他 

使用済燃料乾式貯蔵容器の支持構造物は，新規制基準に適合するため構造の変更を行ってい

る。このため，見直しを行った支持構造物については，工事計画認可番号原規規発第 1810181

号，1905315 号，1909273 号を用いて受検する。 
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添付書類－２ 

 

工事の工程における放射線管理に関する説明書 

 

(1) 検査に伴う放射線管理 

（変更無し） 

 

(2)  検査場所の区分 

（変更無し） 

 

(3)  管理区域検査場所図 

別紙参照 

 

  



別 紙 

 

管理区域検査場所図（変更前） 
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第一号の項 外観・据付 

（未定） 

第五号の項 機能 

（未定） 

の内容は防護上の観点から公開できません。 



別 紙 

 

管理区域検査場所図（変更後） 
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第一号の項 外観・据付 

（至 令和６年９月） 

第五号の項 機能 

（至 令和６年９月） 

の内容は防護上の観点から公開できません。 


